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各管区警察局広域調整担当部長 警察庁生活安全局保安課長

猟銃等の所持者に対する猟銃等の適正な保管及び盗難防止に関する指導の徹底

について（通達）

猟銃及び空気銃（以下「猟銃等」という。）の適正な保管並びに盗難防止について

は、様々な機会をとらえ猟銃等の所持者に対する指導を行っているところであるが、

最近においても猟銃等の盗難事件は後を絶たず、本年７月には、下記のとおり広島県

下で盗難に係る許可猟銃が金融機関強盗に使用されるという事件が発生したところで

ある。

今後更に猟銃等の盗難事件が発生し、凶悪事件等に使用されるようなことがあれば、

国民に大きな不安を抱かせることになることから、猟銃等の盗難事件の再発を防止す

るため、銃砲刀剣類所持等取締法（昭和33年法律第６号。以下「法」という。）第５
条の３第１項に規定する講習会、銃砲の一斉検査、猟友会の会合等の機会に、下記の

とおり猟銃等の所持者に対し、猟銃等及び実包等の適正な保管並びに盗難防止に関す

る指導を徹底されたい。

記

１ 事件概要

(1) 盗難被害者
盗難被害者は、広島県公安委員会の許可を受け、狩猟等の用途のため散弾銃１

丁とライフル銃１丁を所持していた。

(2) 猟銃及び実包の保管状況

盗難被害者は、自宅６畳間の押し入れ内に猟銃保管設備を設置し、散弾銃１丁

とライフル銃１丁を保管していた。

また、猟銃保管設備を設置していた押し入れとは別の押し入れ内に金庫を設置

して実包を保管していた。

なお、押し入れの前面にはふすま又はアコーディオンカーテンを取り付け、猟

銃保管設備も実包を保管した金庫も、外部から見えないようにしていた。

(3) 盗難被害の状況

盗難被害者は、平成23年７月７日にライフル銃を猟銃保管設備に納めて施錠し

たが、同月27日に散弾銃を猟銃保管設備から取り出そうとした際、猟銃保管設備

を施錠していた南京錠２個が切断され、シリンダー錠で施錠していた扉がこじ開

けられているのを発見した。

更に猟銃保管設備内から散弾銃１丁が盗難に遭っているのを発見したが、猟銃

保管設備を設置していた押し入れとは別の押し入れに設置していた実包の保管金

庫は、物色された形跡もなく、実包の盗難被害はなかった。

なお、盗難被害者宅は、玄関及び勝手口が常時無施錠であり、被害日時、侵入



経路は特定できなかった。

(4) 盗難被害散弾銃が強盗に使用された状況

同月29日、盗難被害者宅付近の郵便局において、盗難被害に係る散弾銃を使用

した強盗事件が発生した。

当該散弾銃に実包は装填されておらず、被害関係者の中に負傷者はいなかった。

なお、検挙された被疑者は、盗難被害者と顔見知りであり、盗難被害者宅内に

入ったこともあった。

２ 指導対象者

法第４条第１項第１号の規定による許可を受けた者で、法第10条の４第１項の規
定により、許可に係る猟銃等を自ら保管する者

３ 指導事項

(1) 猟銃等の保管設備等の基準遵守の徹底
猟銃等の保管については、法第10条の４第２項及び銃砲刀剣類所持等取締法施

行規則（昭和33年総理府令第16号）第84条の規定を遵守した適正な保管設備に保
管するよう指導すること。

なお、適合実包等の保管についても、火薬類取締法（昭和25年法律第149号）
第11条及び火薬類取締法施行規則（昭和25年通商産業省令第88号）第16条第５号
を遵守し、適正に保管するよう指導すること。

(2) 猟銃等と適合実包等の分離保管の徹底
猟銃等と適合実包等の保管については、それぞれを別建物に保管するよう努め

る必要がある（法第10条の４第４項）が、たとえ同一建物内に保管する場合であ
っても、猟銃等の保管設備に、保管に係る猟銃等に適合する実包等を当該猟銃等

と共に保管しないよう指導すること（同条第３項）。

(3) 盗難防止のための一般的な防犯措置の徹底
猟銃等が盗難被害に遭えば、凶悪事件等二次犯罪に使用されるおそれがあり、

その社会的影響は多大であることを十分に認識させ、侵入盗被害防止のため、玄

関、窓等の確実な施錠等の防犯措置を普段から確実に取るよう指導すること。

また、訪問客や工事関係者等が自宅等を訪れた際でも保管設備の場所、保管設

備の施錠方法が知られることがないよう指導すること。

４ その他

猟銃等以外の銃砲の所持者に対しても、上記指導事項について、様々な機会をと

らえ指導を徹底すること。


